
や脱炭素化というキーワードのもと再
エネの普及拡大に取り組む。こうした
取り組みに今後１～２年の中で世の中
の変化にあわせたサービスをさらに開
発してお客さまに利用して頂けるよ
う、新製品を増やしていきたい。太陽
光発電は適切に保守管理を行えば30
年程度は使用できる技術であり、こ
れがしっかり発電していることを監視
し、その長期安定稼働に貢献するエコ
めがねの取り組みに注力する。また再
エネの最大限導入に向け、法人向けに
太陽光や蓄電池を当社の投資で設備を
設置して電力を供給するPPA事業の拡
大も引き続き進める。さらに、これま
での国のVPP実証に続きデマンドレス
ポンス実証事業のメンバーとして当社
も採択された中で、家庭に設置された
蓄電池の制御を実証し、太陽光で発電
する電力の吸収や系統安定化のための

　私はNTTの出身で、当初からエ
ネルギー分野に従事していたわけでは
なかったが、20代の頃よりNTTで新
規事業開発を担当していた。スマイル
エナジーに着任してからは今年で７年
目となる。これまでサービス開発のセ
クションにマネージャーとして着任
し、事業企画や経営計画セクションの
責任者、広報活動も担当するなど経営
企画系の業務に従事してきた。また民
間法人向けのPPAサービスによる太陽
光発電の電力自家消費や蓄電池の有事
活用に関するサービスの責任者も担当
した。
　前任の小鶴慎吾氏の右腕としてこれ
まで事業に携わり、今後もその延長で
の取り組みを進めていきたい。FIT制
度は終焉していくが、今後は自家消費

蓄電池普及にも貢献する。さらに、環
境価値について色々な測定や立証方法
が現在あるが、環境価値をしっかり計
測、レポーティング、証明するといっ
た環境価値の流通にかかわる事業も推
進する。そして、地域を軸として分散
再エネ電源をP2P(Peer to Peer)によっ
てつなぐために必要な通信や制御技術
も開発していく。

　直近の2021年７月時点までの
実績として、エコめがねの導入発電所
件数は8.1万件、合計容量では2.5GW
に達する。遠隔監視システムの機能の
ほか出力制御対応のための機器として
も評価され活用を頂く機会が増えてい
る。エコめがねには商品自体のほか、
商流もあわせた２つの点で強みがある



と考えている。このうち商品としては､
「さるる」のキャラクターを使った分
かりやすい表示のインターフェイス、
また蓄電エコめがねにおいて自家消費
があがると地球のイラストがより青く
鮮明に表示されるなど、グラフィカル
でわかりやすさを訴求しているととも
に、これまでの導入や稼働実績による
安心感も評価を頂いている。商流面に
ついては、全国の販売会社とお取引を
させて頂いている。再エネ業界は制度
の変更もしばしば行われその変更点が
分かりにくいことがあるが、当社にお
いて変更点を適切に解釈するととも
に、全国で施工に携わる方々への説明
会開催やご質問への回答を行い関係を
構築をしながら商品を取り扱って頂い
ている。このおかげでたくさんの販売
パートナーにご贔屓頂き、信頼感を評
価して頂いている。

　自家消費特化型の商材開発を推
進している。発電と消費を可能な限り
コントロールして逆潮流を発生させ
ないようにしたり、またキュービクル
の工事を可能な限り簡素化できる製品
などもこれまで開発している。今後は
FITから非FIT発電への移行が進み、例
えば離れた再エネ発電所から系統を介
して需要家に電力を供給するオフサイ
トPPAモデルの普及も見込まれる。ま
たノンファーム型接続が実現した際に
は出力制御に関わる技術もさらに求め
られると見込んでおり、こうした世の
中のニーズにあわせた製品開発を今後
も推進する。今年も新商品をいくつか
リリースしていきたい。

　PPA事業でもNTTグループ内で
それぞれの棲み分けがある。現在の
PPA事業は当社とNTTアノードエナ
ジーが分担・協力して展開している。

NTTアノードエナジーは大規模な発電
所構築を得意とし、また民間のほか自
治体向けサービスも展開している。こ
れに対してNTTスマイルエナジーは、
中小規模でおよそ250kW以下の設備
によるサービスを民間法人向けに提供
し、太陽光発電のほか蓄電池も活用し
た自家消費ソリューションを提供して
いる。

　ソーラーシェアリングについて
は当社もまだまだ勉強中で、先行者の
方々にもお話を伺っている。再エネを
普及させるうえでどのようなスペース
が使えるか考えた際に、建物の屋根上
のほかに農地もある。農業を行う方々
にとってもWin-Winな形を目指し取り
組んでいく。20年目以降に設備をど
うするか具体的な決定には至ってない
が、やはり長期的に使えるようにして
いくべきと考えている。

　地域新電力の取り組みについて
は、直近ではNTTアノードエナジーが
主に事業を展開しており、当社もこ
れに協力し中小規模の建物への電力
供給や卒FIT買取などに替わる機能を
提供している。地方においてはNTT東
日本とNTT西日本が中心となり自治体

に対するアカウントを有しており、両
社とも連携し自治体への提案を行って
いる。またＥＶを活用した実証では、
NTT西日本、日産自動車とともに、Ｅ
Ｖを活用したビークル・トゥ・ビル
ディング(V2B)によるオフィスビルで
のエネルギーコスト・ＣＯ2削減実証
を行い効果を確認した。V2Bの実証は
欧州の先行事例も参考にしながら実施
した。

　新型コロナウィルスの影響は感
じており、対外的にはお客さまからも
昨年度は訪問を控えてほしいとの要請
を多く頂いた。営業活動が思うように
できず、さらに当社が得意としている
展示会にも出展できず、新規のお客さ
まと接する機会が減少した。ただ、社
内では開発チームの体制を充実させる
とともに、社内のシステム環境はすで
にコロナ以前から、完全なテレワーク
に移行しても対応できるよう構築して
いた。コールセンター業務も在宅体制
に切り替えクラウドを活用した業務環
境も整えて、出社しなくてもミーティ
ングが行える開発チームの体制を採っ
ており現在もそれが定着している。
もっとも、遠隔よりもやはり顔を合わ
せて対面での仕事や打ち合わせをした
いと考えるスタッフも中にはおり、そ
れが実現できていない難しさもある。


